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 令和７年第４回帯広市公営企業経営審議会 議事録（概要） 

日 時 ：令和７年８月２５日（月） 

10 時 00 分～11 時 33 分 

場 所 ：帯広市役所 10 階 第５Ａ会議室 

出席者 ：（委  員）秋山委員、石田委員、窪田委員、髙山委員、田中委員、中川委員、

羽田野委員、廣田委員、干場委員、宮本委員、山根委員、山本委

員、吉村委員（１３名） 

     （事 務 局）井上公営企業管理者、倉口上下水道部長、澤口経営室長、広沢技

術室長、内藤総務課主幹、清水水道課場長、唯野下水道課長、熊

林総務課長補佐、熊野水道課長補佐、西端総務課財務係長、佐藤

水道課建設係長、中田主任、酒井係員 

     （傍聴者等）報道関係者１名 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

事務局 

 

委員 15 名のうち、出席 13 名で過半数に達したため、審議会が成立している旨

報告。 

 

（１）上下水道料金等のあり方について 

 事務局より、資料「上下水道料金等のあり方について」に沿って下記について

説明。 

次期の上下水道料金の算定期間を令和 12 年度までの５年間とすること、この５

年間の水道料金及び下水道使用料は、現行の料金体系を維持すべきであるという

形で答申（案）を整理していくことについて委員の了承を得た。 

 

 ８ 今後の上下水道施設整備のあり方（令和８～17 年度） 

 ９ 今後の収支見通し（令和８～17 年度） 

 10 今後の上下水道料金のあり方（令和８～17 年度） 

 11 健全かつ安定的な運営の持続に向けて 

 

＜質疑応答＞ 

上下水道工事における労務費や材料費が上昇しているというご説明がありまし

た。老朽管更新事業については、お示しいただいた実績と見込みを比較すると単

価が少し上がっていますが、管路耐震化事業の単価は上がっていないように思い

ます。理由を教えてください。 

 

管の口径や工法によっても違ってきますので一概には言えませんが、今後の事

業費については、材料費、燃料費、労務単価の上昇によって、全体としては上が
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っていくという趣旨でご説明をしたものです。 

 

８月 12 日に帯広市内で局地的に雨が降りました。そのとき私は木野から鈴蘭大

橋を通って競馬場まで行ったのですが、鈴蘭大橋を越えた辺りでは、縁石を超え

るほどの水溜まりができていました。あの時、あの辺りは１時間に 40 ミリぐらい

の雨だったと聞いたのですが、あと 30 分ぐらい降っていたら、床下浸水になるん

じゃないかというほどの水溜りができていました。疑問に思ったのは、なぜあそ

こはあんなに水が溜まったのかということです。また、そのような状況でもきち

んと排水されるためには、どのような改良工事を行わなければならないのか教え

てください。 

 

あの日は 1時間 40.5 ミリという強い雨が降りました。ご指摘の場所は北海道の

管理する道道なのですが、道路を管理する部門から話を聞いたところ、落ち葉や

ゴミが飲み口のところに詰まって冠水を起こしたということで、それを取り除い

て冠水を解消したと聞いております。 

その他にも何ヶ所か冠水があったと伺っておりますが、その原因の大部分は同

様のもので、水と一緒に落ち葉やゴミが集まってきて、飲み口のところで詰まっ

てしまったということでした。ゴミを取り除いたところ、冠水は解消されたとい

うことでしたので、管の容量に問題はなかったのではないかと考えております。 

 

２点伺います。一つ目は、浸水対策事業の事業費と整備面積の実績について、

通常分のほかに特殊要因分として、工業団地の造成に伴う分が上積みされている

というご説明でした。今計画が進んでいる川西の工業団地の開発に係る分につい

ては、現時点では予算には入っていないようですが、今後特殊要因分として新た

に費用を計上し整備していくような形になるのでしょうか。もう一点は、施設改

修事業について、汚水処理施設統合後に不用となる施設のご説明がありましたが、

令和 11 年度以降、不用となる施設は解体するのでしょうか。それともこのまま残

すのでしょうか。解体費用もかかるかと思いますが、予算には入っていないよう

ですので、残しておいても老朽化して危ないなと思ったものですから、確認した

いと思います。 

 

川西の工業団地の開発予定地は、都市計画法上、原則として建築物の建設が認

められていない市街化調整区域に位置しているため、公共下水道事業の区域外と

なっております。現時点では、開発は市街化調整区域のまま行う計画と伺ってお

りまして、公共下水道区域外のままとなるため、帯広市として下水道整備を行う

想定がないため、下水道施設整備に係る事業費は計上しておりません。 
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また、汚水処理施設統合後に不用となる施設に関しては、道路や民家が近いと

いうことで、解体の必要性の検討を行っているところでございます。費用につき

ましても、国の補助金等が活用できるのか確認しております。 

 

今お話に挙がった川西の工業団地の開発について、これから計画が進んでいく

と思いますが、その辺りは現時点では一般家庭用の下水道管しか通っていないの

ではないかと思います。工場などができて下水量が多くなれば、下水道管に接続

できない事態も考えられますが、どのように対応するのでしょうか。 

 

開発予定地に隣接する国道 236 号線沿線には、大正、愛国、川西地区の配水を

受け入れる直径 300 ミリの下水道管が布設されており、管の容量に余裕はござい

ます。大量の排水を排出する工場などには対応できませんが、一日あたりおよそ

500 ㎥以下の排水であれば接続できるものと計算しております。これより排水が

多くなる場合は、各企業が自前の合併処理浄化槽を設置して処理することになる

と考えます。 

 

それは暫定的ではなく、工業団地に色々な施設ができた後もずっと浄化槽で対

応していかなくてはならないエリアということでしょうか。下水道管を延長する

などして多量の排水量に対応することはできないのでしょうか。 

 

十勝川浄化センターやそれまでの管路の増補が必要となりますが、当該地区は

公共下水道事業の区域外であるため、対応は困難であり、浄化槽を用いた対応と

なります。 

 

工事を進めていく中で、例えば人手が足りないとか、技術者が減少して工事の

進捗に支障が出るなどといった将来的な懸念がないのか、もしあるのであれば、

その懸念に対して何か考えをお持ちなのか伺いたいと思います。 

 

水道事業だけではなく、土木工事全体において担い手不足や技術継承、高齢化

などが問題となっております。その点につきましては、技術が継承できるように

今後しっかりやっていきたいと考えております。 

 

下水道の施設改修事業で、汚水処理施設統合後に不用となる施設については、

できるだけ早く国の補助金等の手続きを進めていただきたいと思います。また、

国庫補助金を活用できる事業とできない事業があるというお話がありましたが、

その違いについて教えてください。 
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二つの処理場を一つに統合して、広域的に連携していくという事業に活用でき

る国の補助制度がございます。そして、その一環として実施する工事に対しても、

この補助金が該当になるため、具体的にどのような工事が該当となるのか、確認

を進めているところです。 

 

水道事業の収益的収支のうち、収益的収入についてですが、「その他収入」と

はどういったものか教えてください。また、令和 13 年度に１億円ぐらい増加して

いますが、その理由について伺いたいと思います。 

 

その他収入には他会計負担金などが入っております。ご指摘の１億円につきま

しては、確定してはいませんけれども、現在、水道と下水道事業に共通してかか

る経費がございますが、そのうちの一部について、水道だけで負担しているもの

がございます。このあと５年かけて負担の考え方を整理しながら、水道事業の収

入を確保していこうと考えており、その収入を増やして見込んでいることが、令

和 13 年で１億円増えている理由でございます。 

 

収支見通しの算定にあたって、料金単価は現行据え置きで算定しているという

ことでしょうか。 

 

収支見通しの水道料金収入につきましては、現行の料金が継続し、人口等が減

少するという前提での見込みとなっております。 

 

水道料金の基本料金を免除していると思いますが、この収支見通しではそれを

ふまえているのか、どの時点で基本料金免除が終了する想定なのか教えてくださ

い。 

 

基本料金の免除は、令和７年度までと想定しております。令和８年度以降につ

きましては、基本料金免除があるということは想定しておりません。 

 

今後 10 年間は純利益が確保できるとのお話でしたが、その後のことを考える

と、人口減少や大雨などの気候変動もあって、やっぱり何とはなしに心配があり

ます。具体的に説明することはできないのですが、一般市民としては不安だとい

う気持ちがあります。10 年とか 5 年ごとにこのような検証を行っていくとのこと

ですが、それでも何か不安に感じてしまいます。 
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なかなか先を見通すことは難しいところがございます。今回、10 年の収支見通

しを作っておりますけれども、その先については、料金は見直しつつ、施設整備

量も見直しながら、しっかりと上水道、下水道事業を安定的に運営できるように、

料金改定も含めて定期的に検証をしていくことで、そういった不安を解消してい

くしかないのかなと思っておりますので、引き続きこういった検証作業はやって

いくことになると考えております。そういった中で、市民の皆様の理解を得てい

きたいと考えているところです。 

 

一般会計の繰入れの財源なんですけれども、ここは農林水産省からの補助金な

どが入っているのでしょうか。それとも、帯広市が単独で負担しているのでしょ

うか。 

 

一般会計の繰入れの財源については特別どこかから補助があるというものはご

ざいませんので、帯広市が一般財源、つまり税金などで負担しております。 

 

料金算定期間についてはなるべく長くしない方がいいかなと思います。また、

懸念されるのは人口減少や、それから業務用の動き、今市内を見ても閉まってい

たり、稼働していない店舗なども多く、この状況がもう少し進むのではないかと

思います。それともう一点が今の異常気象です。ゲリラ豪雨などで下水道の方に

もう少し費用がかかってくるのではないかと思います。具体的にこの数字がどう

こうということではないのですが、全体的にぼやっと不安があるというイメージ

です。 

 

今お話のあった通り、今後の見通しという面では、人口減少については、帯広

市で人口ビジョンを作り、今後の出生率などを踏まえて、どのぐらいになってい

くのかという数字を押さえており、それに基づいて今回の料金収入は計算してお

ります。 

ただご指摘のとおり、業務用がどういう動きをするかといった点は、なかなか

上下水道部でも予測が難しいところです。ただ全体を見ると、水道料金で言えば、

水道料金のうち７割は個人用の料金となっています。残り３割が業務用でござい

ますので、影響としては、やはりこの人口減少の部分の料金の動きに非常に大き

く影響を受けます。そういった意味では、人口ビジョンを踏まえておりますので、

確実とは言いませんが、ある程度はいい数字を見込んで推計していると思ってお

ります。ただ不安要素として、業務用の動きがどうなっていくかというのは注視

していかないといけない点だと思います。さらに、支出の面からもお話がありま

したが、まさに天候とか、雨も雪もですが、非常に予想ができないことが起きて
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おります。そういった意味で、期間を全体的に短くとった方がいいのではないか

といったご指摘だと思いますが、今回は一応、当市が想定する対策も見込んで収

支を作った中で、５か年間は想定している内部留保は確保でき、なおかつその先

５か年間を見込んでも、ある程度確保できるので、今回は料金算定期間としては、

５か年でも大丈夫ではないかという判断でこの試算をさせていただいておりま

す。ただ、委員からお話のあった、期間はなるべく短くとって、そのときそのと

きに応じて料金を設定ししていった方がいいといった考え方も一つあるのかな、

というふうには感じております。 

 

コスト削減とか業務効率化というのは、上下水道の事業に関わる業務効率化と

か、コスト削減ということでしょうか。それとも工事に関わる予算とかそういっ

た何か、工事事業者に負担がかかるような話でしょうか。そこを知りたかったの

で教えてください。 

 

当然、業者の方々に負担をかけるような想定はしておりません。ただ、効率的

な発注という部分で、ご協力をいただく必要があることも検討していく項目の一

つとしてありますけれども、それも相談しながら進めていく項目としております。 

 

全体的に見ると、企業債残高については、毎年発行額より償還額の方が多いた

め、年々減っていくということだと思いますが、逆に償還額より発行額が多く、

増えていった時期もあったのではないかと思います。その辺りの過去の経緯がわ

かればと思います。 

 

水道事業の企業債残高のピークは平成 12年度末で、189.7億円でございました。

そこから順調に推移し、令和 7 年度末では 138.7 億円と見込んでおりまして、そ

こからさらに減っていくということで推定しております。 

下水道事業については、平成 11 年度末の 430 億円がピークでございました。そ

して、令和 7年度末では約 150 億円と想定しており、令和 12 年度末に 140.6 億円

と整理しております。 

 

（２）その他 

 事務局より、次回の帯広市公営企業経営審議会は令和７年９月２日に開催を予

定している旨報告。 

 

  

 


